第26回大阪府障がい者差別解消協議会

日時：令和８年７月31日（金曜日）　午後２時00分から午後４時00分まで
場所：大阪赤十字会館301会議室 

出席委員
石渡　勉 	弁護士
大野　素子　　  公益社団法人大阪府精神障害者家族会連合会　会長
小田　多佳子 　 社会福祉法人大阪手をつなぐ育成会　理事長
◎小田　浩伸	大阪大谷大学　特別支援教育実践研究センター長
笠井　裕子　　  近畿百貨店協会　事務局長
木越　美佳子　　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　地域福祉部権利擁護推進室　室長
佐々木　祥光　　大阪府中小企業家同友会　障害者部
塩見　洋介　　  障害者（児）を守る全大阪連絡協議会　事務局長
柴原　浩嗣　　　一般財団法人　大阪府人権協会　業務執行理事
関川　芳孝　　  大阪公立大学　名誉教授
髙橋　あい子	一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会　会長
辻野　滋之	社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　セルプ部会　副部会長
寺田　一男	一般財団法人大阪府身体障害者福祉協会　会長
長宗　政男	公益社団法人大阪聴力障害者協会　会長
西尾　元秀	障害者の自立と完全参加をめざす大阪連絡会議　代表
福島　豪	関西大学　法学部　教授
前川　たかし　　一般社団法人大阪府医師会　理事
道久　聡	関西鉄道協会　専務理事
藪本　青吾	大阪私立学校人権教育研究会　障がい者問題研究委員会　代表委員

◎　会長

オブザーバー
大阪法務局人権擁護部第二課長
大阪労働局職業安定部職業対策課長
近畿運輸局交通政策部共生社会推進課長
市長会代表市担当課長
町村長会代表町村担当課長


○事務局（野村）
それでは、定刻になりましたので、「第26回大阪府障がい者差別解消協議会」を開催させていただきます。
　委員の皆さまにおかれましては、ご多忙のところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。
　私は、大阪府障がい福祉企画課の野村と申します。本日の司会を務めますので、どうぞよろしくお願いいたします。
　開催にあたりまして、障がい福祉室長の村上より、一言ごあいさつ申し上げます。

○事務局（村上）
皆さん、こんにちは。障がい福祉室長の村上でございます。「第26回大阪府障がい者差別解消協議会」の開会にあたりまして、ごあいさつ申し上げます。
　委員の皆さまには、日頃から、大阪府の障がい福祉行政の推進に格別のご理解とご支援をいただき、この場をお借りいたしましてお礼申し上げます。
　また、本日は、ご多忙のなか、ご出席いただき、誠にありがとうございます。
　各社がいろいろ報道しておりますとおり、やまゆり園の事件から、今年で10年が経ちました。障がいのある方々の尊厳と権利を守り、誰もが安心して暮らすことのできる地域共生社会の実現に向け、取組を進めていかなければならないと、改めて強く感じているところでございます。
　さて、大阪府では、障害者差別解消法の改正や、広域支援相談員が対応した相談事例の蓄積を踏まえまして、府民の皆さまに、障がい者差別の解消についてわかりやすくお伝えするため、昨年（令和７年）３月に、「大阪府障がい者差別解消ガイドライン」を改定いたしました。
　さらに、本年（令和８年）３月にも、ガイドラインの「わかりやすい版」を作成いたしまして、いずれも、理解を深めていただくための重要なツールと考えており、障がいのある方ご本人やご家族、支援者の皆さまなど、幅広くご活用いただけるように取り組んでいるところでございます。
　本日は、昨年度（令和７年度）の府の障がい者差別解消に関する活動報告書について、委員の皆さまにご協議いただきます。障がい者差別を解消するためには、適切な相談対応は当然でございますが、障がいへの偏見や無理解を社会のなかから取り除く啓発の取組も重要でございます。
　委員の皆さまには、府の啓発の取組に関しましてもご意見等をいただけましたら幸いでございます。
　結びに、委員の皆さまにおかれましては、今後とも、府の障がい福祉施策の推進にご理解・ご支援をいただきますようお願いいたしまして、私からのあいさつとさせていただきます。本日は、どうぞよろしくお願いいたします。
○事務局（野村）
　次に、委員のご紹介をさせていただきます。
　今年度は委員の改選を行っております。委員は、お手元に配布しております名簿のとおりでございます。
　改選後、初めての開催となりますので、改めてご出席の委員の皆さまを五十音順でご紹介させていただきます。
　弁護士　石渡委員です。
　公益社団法人大阪府精神障害者家族会連合会　会長　大野委員です。出席のご予定で伺っておりますが、まだお見えになられていないようですので、今、連絡を待っている状況です。
　社会福祉法人大阪手をつなぐ育成会　理事長　小田　多佳子委員です。
　大阪大谷大学　特別支援教育実践研究センター長　小田　浩伸委員です。
　近畿百貨店協会　事務局長　笠井委員です。
　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　地域福祉部　権利擁護推進室　室長　木越委員です。
　大阪府中小企業家同友会　障害者部　佐々木委員です。
　障害者（児）を守る全大阪連絡協議会　事務局長　塩見委員です。
　一般財団法人大阪府人権協会　業務執行理事　柴原委員です。
　大阪公立大学　名誉教授　関川委員です。
　一般財団法人大阪府視覚障害者福祉協会　会長　髙橋委員です。
　社会福祉法人大阪府社会福祉協議会　セルプ部会　副部会長　辻野委員です。
　一般財団法人大阪府身体障害者福祉協会　会長　寺田委員です。
　公益社団法人大阪聴力障害者協会　会長　長宗委員です。
　障害者の自立と完全参加をめざす大阪連絡会議　代表　西尾委員です。
　関西大学　法学部　教授　福島委員です。
　一般社団法人大阪府医師会　理事　前川委員です。
　関西鉄道協会　専務理事　道久委員です。
　大阪私立学校人権教育研究会　障がい者問題研究委員会　代表委員　藪本委員です。
　一般社団法人大阪精神科病院協会　会長　長尾委員におかれましては、本日はご欠席となっております。
　笠井委員におかれましては５月より、道久委員におかれましては７月より、新たに委員へご就任いただいております。
　続きまして、大阪府障がい者差別解消協議会運営要領第３条の規定により、ご出席いただくオブザーバーをご紹介させていただきます。
　大阪法務局　人権擁護部　第二課長　朝山さまです。
　大阪労働局　職業安定部　職業対策課長　松本さまです。
　近畿運輸局　交通政策部　共生社会推進課　課長補佐　渋谷さまです。
　市長会代表　大東市　福祉・子ども部　障害福祉課長　家村さまです。
　町村長会代表　岬町　しあわせ創造部　地域福祉課長　青木さまです。
　続きまして、会議の成立についてです。
　本日は、委員総数20名のうち、19名のご出席をいただいております。大野委員はまだご到着されていないのですが、ご欠席の場合は18名となりますが、大阪府障がい者差別解消協議会規則第５条第２項の規定により、会議が有効に成立しておりますことをご報告いたします。
　次に、お配りしている資料の確認をさせていただきます。
　まず、次第、配席図、委員名簿、
　資料１「令和８年度合議体の運営について」、
　資料２－１「令和７年度障がい者差別解消に向けた活動報告書（概要版）（案）」、
　資料２－２「令和７年度障がい者差別解消に向けた活動報告書（案）」、
　参考資料１－１「府内市町村における支援地域協議会の設置状況について」、
　参考資料１－２「府内市町村における相談及び紛争の防止等のための体制の整備等について」、
　参考資料１－３「府内市町村における障がい者差別に関する相談窓口の受付件数について」、
　参考資料１－４－１「府内市町村（首長部局）における対応要領の策定状況について」、
　参考資料１－４－２「府内市町村（教育委員会）における対応要領の策定状況について」、
　参考資料１－５「府内市町村における障がい理解等の啓発状況について」です。
　あと、委員の方からの提供資料としまして、「警察業務における知的・発達障がいへの理解」の冊子、「電話リレーサービス」の冊子、「ヨメテル」の冊子になります。
　また、その他としまして、法や条例等を綴じた「別冊参考資料ファイル」をお配りしております。
　資料の不足等がございましたら、事務局までお知らせ願います。よろしいでしょうか。
　続きまして、会議の公開についてです。
　大阪府においては、「会議の公開に関する指針」を定めており、本指針に基づき、本会議も、原則、公開としております。後日、配布資料とともに、委員の皆さまの発言内容を議事録として府のホームページで公開する予定にしております。
　なお、個人のプライバシーに関する内容についてご議論いただく場合には、一部非公開ということで、委員の皆さまを除く、オブザーバーの方、関係者の方、傍聴の方には一時ご退席いただくことになります。
　委員の皆さまで、プライバシーに関わるご発言をされる場合には、事前に事務局へお申し出くださいますようお願いいたします。
　次に、この会議には、手話通訳を利用されている聴覚障がいのある委員や、点字資料を使用されている視覚障がいのある委員がおられます。障がいのある委員への情報保障と会議の円滑な進行のため、ご発言いただく際は、その都度、お名前をおっしゃっていただくとともに、手話通訳ができるように、ゆっくりと、かつ、はっきりとご発言をお願いいたします。
　また、点字資料は、墨字資料とページが異なりますので、資料を引用したり、言及されたりする場合には、具体的な箇所を読み上げる等、ご配慮をお願いいたします。
　続いて、本日の各議題とその所要時間をあらかじめお伝えさせていただきます。
　議題１「会長の選出について」、
　議題２「令和８年度合議体の運営について」では、大阪府よりご報告し、委員からの意見等を含めて14時30分までといたします。
　議題３「令和７年度障がい者差別解消に向けた大阪府の活動報告書（案）について」では、大阪府からの報告の後、15時10分まで議論していただきます。
　議題４「各委員の障がい者差別解消に関する取組状況の共有等について」では、各団体における障がい者差別に関する取組や具体事例等を共有いただければと存じます。オブザーバーの方からのコメントを含め、1６時まで時間の許す限りとし、それ以降の延長は行わないことをご報告いたします。
　それでは議事に入りたいと思います。
　まず、議題１「会長の選出について」です。
　大阪府障がい者差別解消協議会規則第４条第１項の規定により、会長は委員の互選によって定めることとなっております。委員の改選後、初めての会議となりますので、現時点では会長が選出されておりません。
　会長の選出について、どなたかご意見はございますでしょうか。柴原委員、お願いいたします。

○柴原委員
　失礼します。大阪府人権協会の柴原でございます。会長の候補にあたりまして、これまで会長を務めていただき、また、障がい者差別を含む障がい者問題について、特に教育の面からも詳しい、大阪大谷大学の小田　浩伸委員に、引き続き会長をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。

○事務局（野村）
　ただ今、柴原委員から、会長に小田　浩伸委員を推薦するご意見をいただきましたが、ほかの委員の皆さま、いかがでしょうか。
（委員から異議なしの声）
　では、ご異議はないようですので、小田　浩伸委員におかれましては、ご了解いただけますでしょうか。

○小田（浩）委員
　はい。

○事務局（野村）
　よろしくお願いいたします。それでは、小田　浩伸委員に本協議会の会長をお願いいたします。
　小田会長、恐れ入りますが、会長席へ移動をお願いできますでしょうか。
（小田会長、会長席へ移動）
　それでは、小田会長に、以後の議事進行をお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

○小田（浩）会長
　ご指名いただきました小田でございます。皆さまとともに、障がい者差別の解消に努めてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
　それでは、議事を進行いたします。
　協議会規則第４条第３項において、「会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する」となっております。この代理につきましては、障がいのある方の社会保障などに関して深い知識をお持ちになっており、昨年度までも職務代理者にご就任いただいております、福島委員に引き続きお願いしたいと思いますが、ご異議はございませんでしょうか。
（委員より異議なしの声）
　そうしましたら、福島委員に、職務代理者にご就任いただきたいと思います。
　では、改めまして、委員の皆さま、よろしくお願い申し上げます。
　毎回のことにはなりますが、最初に、改めて本協議会の趣旨を、皆さまで確認したいと思います。
　本協議会の目的は、障がい者差別に関する情報の共有や協議を通じ、障がい者差別を解消するための取組を、効果的かつ円滑に行うネットワークをつくることにより、障がい者差別を解消していくことにあります。
　そのため、本日は、日頃、様々な立場で活躍されている皆さまに、差別解消に向けた取組や具体的な事例を、ぜひ共有いただけたらと思っております。
　それでは、次の議題に入りたいと思います。議題２「令和８年度合議体の運営について」、事務局から説明をお願いいたします。

○事務局（松谷）
　大阪府障がい福祉企画課の松谷です。よろしくお願いいたします。それでは、資料１「令和８年度合議体の運営について」をご確認お願いします。
　大阪府障がい者差別解消条例第９条第５項において、合議体は、事業者による障がい者差別に係る紛争事案の解決のためのあっせん、もしくは、広域支援相談員の職務に関する助言を取り扱うとされております。
　平成28年度より、広域支援相談員の職務への助言を行うことを目的として実施している「助言型合議体」については、広域支援相談員が対応に困難を感じた事例や、相談の分類方法等を中心に助言を行っていただいてきました。
　令和８年度においても、助言型合議体を１回以上開催し、広域支援相談員の職務に関して助言をいただきたいと考えております。
　また、相談員が対応しても、なお解決が難しい紛争事案において、大阪府障がい者差別解消条例第10条に基づくあっせんの求めが大阪府知事にあった場合には、「あっせん型合議体」を、適宜、開催したいと考えております。
　現在、令和８年度にあっせんの求めがあった紛争事案について、あっせん型合議体でご対応いただいているところです。
　助言型およびあっせん型、いずれの合議体の構成員につきましても、大阪府障がい者差別解消協議会規則第６条に基づき、委員及び専門委員のうちから会長が５名を指名し、指名にあたっては取り上げる事例の内容等に応じて、障がい者関係の委員と事業者関係の委員を、それぞれ少なくとも１名を指名していただき、組織することを基本としてまいりたいと思います。
　なお、合議体構成員以外の委員が、合議体の視察を求める場合は、引き続き運営要領第９条第５項により取り扱うこととするため、視察を求めることができる合議体は、助言型合議体のみとしたいと考えております。
　最後に、合議体は個別の事案を取扱うことから、基本的に非公開でございますが、助言内容等については、市町村等の相談窓口への参考としていただくことを目的に、個人や法人が特定されないよう加工し、大阪府の障がい者差別解消に向けた活動報告書等へ取りまとめを行いたいと考えております。
　令和８年度の合議体の運営についての説明は以上です。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。ただ今の事務局からの説明に関しまして、ご質問がありましたらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。
　一昨年（令和６年）の法改正から、合議体のなかのあっせん型というのは、やはり増えてきていると思います。そうした意味で、委員に指名させていただいた方には、またご協力いただけたらと思いますので、よろしくお願いいたします。よろしいでしょうか。
　では、今年度の合議体の運営につきまして、資料１のとおり進めていくこととしたいと思いますが、ご異議はございませんでしょうか。ありがとうございました。
　それでは、事務局は、この内容に沿って、適宜、開催していただきますようお願いいたします。
　では、議題３「令和７年度障がい者差別解消に向けた大阪府の活動報告書（案）について」に入りたいと思います。
　それでは、事務局から資料の説明をお願いいたします。

○事務局（松谷）
　それでは、資料２－２「令和７年度障がい者差別解消に向けた大阪府の活動報告書（案）」について、概略を説明させていただきます。
　では、墨字版は４ページ、点字版は９ページからお願いします。令和７年度に広域支援相談員が対応した相談の件数などを取りまとめたものとなります。
　まず、新規相談の件数は170件で、対応した回数は1,248回という結果になっており、新規相談件数は、前年度（令和６年度）の194件から約１割の減少となりました。
　２番「相談者の内訳」についてです。広域支援相談員がどこから相談を受け付けたのかを分類した表を掲載しております。
　市町村からの相談件数23件に対し、当事者等からの直接相談は151件と、全体の87％に当たり、直接相談により対応することが多くなっております。
　直接相談の内訳として、障がい当事者と家族からの相談を合わせて約８割となっており、事業者からの相談が１割弱となっております。
　次に、墨字版５ページ、点字版12ページをお願いします。３番「相談内容の類型」です。法で差別と規定されている「不当な差別的取扱い」は13件で、前年度より２件減少し、「合理的配慮の不提供」は16件で、前年度より８件増加しました。
　ここ数年の傾向と同じく、障がい者差別に関する相談以外の「その他の相談・意見・要望」が、相談件数の約６割を占めました。
　墨字版６ページ、点字版16ページをお願いします。４番「対象分野別件数」です。商品・サービス分野での相談が最も多く、次いで行政機関においての相談が多くありました。
　次に、墨字版７ページ、点字版16ページをお願いします。参考２「対象分野別の相談内容の類型」です。不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供ともに、商品・サービス分野で最も多く相談がありました。
　続いて、５番「障がい種別ごとの取扱い件数」です。障がい種別ごとでは、身体障がいのある方からの相談が95件と最も多くありました。そのうち、42件が肢体不自由のある方でした。精神障がいのある方からの相談が44件と２番目に多く、次いで知的障がい、発達障がいの順となっております。
　次に、墨字版９ページ、点字版25ページをお願いします。６番「法施行後の年度ごとの新規相談件数及び法上の差別２類型の件数」です。令和７年度は前年度よりも24件減少していますが、法施行後３番目に多い件数となっております。
　また、不当な差別的取り扱い、合理的配慮の不提供の合計件数につきましては、前年度よりも６件増加しております。
　府では、府民の障がいを理由とする差別に関する理解を深めることを目的に、広域支援相談員が対応した相談事例の概要を、本報告書で具体的に示しております。
　ただし、相談者のプライバシーを保護する観点から、特定の個人や法人が特定されないよう、内容の一部加工を行っております。
　ここですべての事例をご紹介することは時間の都合で難しいため、相談類型ごとに事例を抜粋しご紹介いたします。
　まず、墨字版10ページ、点字版29ページをお願いします。不当な差別的取扱いに分類した事例の概要です。
　事例番号１番です。視覚障がいのある当事者より相談を受理しました。「イベントの展示施設で警備員に障害者手帳を示し、優先レーンの案内を求めたが、ヘルプマークが必要と言われた。障害者手帳は偽造できると言われ、入館できなかった」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。イベント事業者に相談内容を伝えたところ、「割り込みが多いため、慣れないスタッフが誤った対応をしてしまった」との説明を受けました。
　後日、当事者にイベント事業者からの謝罪があり、再度訪れた際には優先レーンの案内があったとのことでした。
　事例番号５番です。肢体不自由のある当事者より相談を受理しました。「劇場のチケット予約の際、車いす利用者と介助者と友人の３人一緒に車いすスペースで鑑賞したいと伝えたが、車いす利用者と介助者１人がルールであると言われた。健常者と同じように一緒に鑑賞したい」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に相談内容を伝え検討を依頼しました。その結果、車いすスペースで３人一緒の鑑賞が可能となりました。「車いすスペースでは、原則、介助者１名ではあるが、空き状況に応じて今後も柔軟に対応していく」とのことでした。
　続いて、事例番号６番です。化学物質過敏症のある当事者より相談を受理しました。「ホテルの予約の際、化学物質過敏症のためシーツの洗濯に洗剤を使用しないこと、もしくは、シーツの持ち込み等の配慮を求めたが、対応できないと言われた。障害者差別解消法も知らないと言われた。別のホテルの予約ができたが、ホテルに啓発してほしい」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。市町村の旅館業法の担当課と情報共有を図り、ホテルを訪問しました。事業者からは、「シーツの持ち込みは断っていないが、ベッドメーキング等には対応できないと伝えた」との説明がありました。
　事業者には、障害者差別解消法等について資料を用いて説明するなど、啓発を図りました。
　続きまして、墨字版12ページ、点字版37ページです。事例番号12番です。精神障がいのある当事者より相談を受理しました。「タクシーの支払い時に、デジタル障害者手帳を見せ障がい者割引を求めたが、手帳原本を求められた。他社ではデジタル障害者手帳で通用していることを伝えても理解されず、割引はなされなかった。タクシー会社にも連絡を入れたがわかってもらえなかった」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に電話し状況を確認。デジタル障害者手帳については認識が薄かった。「今後、運転手には周知していきたい。相談者には割引額を返金し謝罪をしたい」との説明がありました。
　本事案について、国の機関とも情報を共有し、対応をしました。
　続いて、合理的配慮の不提供に分類した事例です。事例番号１番です。医療的ケア児のご家族から相談を受理しました。「医療的ケア児が入院中である。子ども用のスマートフォンを購入しようとした際、病院から衛生面から封を開けないように言われているため袋のまま購入したいと言ったが、傷チェック等が必要で袋を開けないと売れないと言われた」との相談要旨でした。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に状況を確認しました。事業者からは、「ルールとして初期不良の確認が必要であるが、例外的に相談には応じる」との説明があり、相談者にその旨を伝えました。
　その後、相談者は店舗に連絡したようですが、購入はせず、今後の配慮についての要望があったとのことでした。
　事業者へは、障がい者差別の資料をもとに啓発を行いました。
　次に、墨字版13ページ、点字版42ページをご確認ください。事例番号５番です。発達障がいのある当事者より相談を受理しました。「英語レベル判定テストで、掲示物が気になるため、スタッフに教室までの案内をお願いしている。スタッフとの待ち合わせのボードは手書きの約束であったが印刷されていた。また、問題用紙直接解答の説明書が事前連絡なく机に置かれていた。予定外の対応で苦しい思いをした。サポートには感謝しているが、要望した内容と異なる理由と改善方法を知りたい」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に状況確認をしました。印刷になったのは現場との行き違いがあり申し訳なかったとのことで、今後も可能な合理的配慮はするが、事前にわからないこともあり、すべての申し出に応じられるわけではないことを、本人にも説明しているとのことでした。
　事業者へは、毎回、具体的に合理的配慮の申出を確認していただき、できることや方法について当事者と話をし、検討していただくよう伝えました。
　また、事業者は、その後、対応が異なった経緯と改善方法について当事者へ連絡しました。
　事例番号７番です。聴覚障がいのある当事者より相談を受理しました。「事業者のポイントカードの登録内容の変更がうまくいかず問合せをしたいが、電話対応しかない。難聴のため電話が難しいので、メール等で対応してほしい」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に状況を伝えたところ、検討するとのことで、結果、個別にメールアドレスの照会があり、メールでの対応が可能になりました。
　次に、墨字版15ページ、点字版50ページです。事例番号15番です。市町村より相談を受理しました。「市町村より相談受理。市町村の企画するバスツアーに、車いす利用の方の単独応募があった。予定している観光バスの乗車が困難であり、リフト付バスに変更すると募集定員を減らす必要がある。応募者も多く定員の変更はできない。どこまで対応すべきなのか」との相談要旨でした。
　広域支援相談員の対応要旨です。当事者が参加できる方向での検討が必要である旨を伝えました。その結果、当事者は、市町村が準備した介護タクシーを利用しての参加が可能になりました。
　続いて、不適切な行為に分類した事例の概要です。事例番号２番です。肢体不自由のある当事者より相談を受理しました。「当事者より相談受理。航空会社と車いすのバッテリーの持ち込み方法等についてやりとりをしているが、出発まで１か月を切っても、出発当日に搭乗できるかどうか最終確認が得られていない。このような対応は差別に繋がるのではないか」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。事業者に状況を確認し、できるだけ速やかに対応していただきたい旨を伝えました。
　その後、事業者より、当事者からの提出書類でバッテリーの安全が確認され、搭乗は可能である結論になった。「当事者には、この間の対応に時間を要したことのおわびと、搭乗に向けた今後の対応について連絡する」との連絡がありました。
　続いて、墨字版16ページ、点字版54ページです。不快・不満に分類した事例の概要です。事例番号１番です。市町村より内部障がいのある方に関する相談を受理しました。「口座開設を断られたとの相談があった。当事者は生活保護受給者であり、障害者手帳を所持していることが理由だと思っている。市町村が銀行に問合せたが、障がいを理由としたものではないとの説明であった。しかし、当事者は納得できていない。どのように対応すればよいか」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。市町村と広域支援相談員で当事者との面談を実施し、銀行の対応は障がい者差別ではないことを説明しました。
　しかし、接遇に課題があると思われるため、銀行には府から啓発をしていくことを伝え、当事者は了解されました。
　後日、銀行の本社を訪問し啓発を行いました。
　続いて、環境の整備に分類した事例の概要です。事例番号１番です。市町村より肢体不自由のある方に関する相談を受理しました。「車いす利用者が、イベントのタクシー乗降場で、ガードマンから福祉有償運送車両はタクシーや福祉タクシーではないため降車を断られたとの相談がありました。本人は、福祉有償運送車両も福祉タクシーと同様に扱うことを希望されている。イベント事業者との調整をお願いしたい」との相談要旨です。
　広域支援相談員の対応要旨です。イベント事務局等へ状況を確認し対応を依頼しました。国の機関と福祉有償運送車両の担当課とイベント事務局が調整を図り、福祉有償運送車両（公共ライドシェア）のイベント会場来場方法が見直され、障がい者用駐車場で乗降が可能となりました。
　次に、墨字版19ページ、点字版61ページです。こちらからは、大阪府障がい者差別解消協議会での取組についてです。令和７年度は、協議会を２回、合議体を４回開催しております。
　墨字版20ページから25ページ、点字版65ページから81ページです。広域支援相談員の職務に関する助言についての合議体の内容を掲載しています。
　令和７年度は、「温浴施設での料金設定」、「電子商取引における電話対応不可」、「ボードゲーム大会車いす介助者の拒否」の３事例について、委員それぞれのお立場からご助言をいただきました。
　墨字版26ページ、点字版81ページから83ページです。合議体におけるあっせんの取扱い状況について記載しています。
　令和７年度は、１件の申立があり対応しました。平成28年の条例施行から数えると５件目の申立です。
　令和７年度にあった、あっせんの申立の概要と経過についてご報告いたします。
　本事案は、視覚障がいのある人からの申立でした。「インターネットによる電子商取引を利用した際の商品トラブルについて、事業者への問い合わせ方法がメールやチャットに限られており、電話での対応を求めたが応じてもらえなかった」との概要でした。
　本協議会の委員５名により構成された、あっせん型合議体において、あっせんの開始について協議しましたが、開始する前に、事業者が電話での対応に応じたことにより、紛争事案が解決したと認められたため、終了となりました。
　墨字版27ページから30ページ、点字版83ページから92ページです。府内市町村に対する支援の取組を掲載しています。
　府は、府内市町村に対し、相談への対応等についての助言を積極的に行うとともに、相談対応力の向上を目的に意見交換の場を設定したり、府が主催する研修への参加案内をする等、府内市町村の支援に関する取組を行っています。
　また、本協議会も、機能を有する障がい者差別解消支援地域協議会の設置や活性化に関しても引き続き支援をしています。
　墨字版31ページから36ページ、点字版92ページから102ページです。障害者差別解消法や障がい理解等に関する啓発の取組について掲載しています。
　条例では、啓発活動を府の責務とし、府民の障がい理解を深めることが、共生社会を実現するための基礎的な取組と明記されています。
　令和７年度に実施した、府民モニター1,000名を対象とした障がい理解に関するアンケート調査（おおさかQネット）では、「合理的配慮」を知っているか」について、「言葉を知らなかった」が66.7%で最も多く、次いで「言葉を知っており、意味も理解していた」が17.5%、「言葉は知っていたが、意味は理解していなかった」が15.8%と続きました。
　このアンケートでは、改正法施行により、事業者による合理的配慮の提供が義務となったにも関わらず、82.5％もの方が合理的配慮の意味を理解していないとの結果となりました。
　この結果から、府民に対し、よりわかりやすく合理的配慮の意味を伝える啓発の必要性を改めて認識しました。
　また、令和７年度も障がい者差別解消研修会を開催しました。講師には当事者や事業者の方をお招きし、それぞれの立場から、障がいを理由とする差別の解消に関する講義を行っていただきました。
　主催する研修会以外でも、希望する事業者団体や障がい者団体、法の所管課以外の主催する研修会や学習会等へ、担当職員等が出張し、法や条例、障がいの社会モデル、障がい理解等に関する講義を実施しました。
　啓発物としては、「障害者差別解消法啓発動画」や、「障がい者差別解消ガイドラインわかりやすい版」を作成しました。啓発物等については、研修の機会や、各市町村を通じて、広く府民への周知や配布を行いました。
　啓発の取組は、今年度も継続して取り組んでまいります。
　墨字版38ページから41ページ、点字版104ページから122ページは、参考資料となっておりますので、またご参考いただけますと幸いです。
　以上が、資料２－２「令和７年度障がい者差別解消に向けた大阪府の活動報告書（案）」の概要となります。
　今後も、啓発活動と相談等の体制整備を両輪に、障がい者差別の解消を推進し、障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共に生きる社会を実現できるよう、関係機関と連携を強めながら取組を進めてまいりたいと思います。説明は以上です。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。では、ただ今事務局からご説明いただきました内容について、何かご意見やご質問があれば、挙手をいただけたらと思います。
　今のは昨年度（令和７年度）の大阪府の障がい者の差別解消に向けての取組ですが、今後、行政としてこういう取組をしていけば差別が解消されるのではないかというようなご意見もあれば出していただけたらと思いますが、いかがでしょうか。西尾委員、どうぞ。

○西尾委員
　障大連の西尾です。ちょっと感想的なものになってしまうのですが、事例の概要とかを見せていただいて、よく対応していただいているかなというのを感じたところです。
　広域支援相談員で活動していただいている方も、たぶん随分長くされている方もいらっしゃるなかで、いろいろな対応がうまくいったりしているかなというようなことを感じていますが、なかなかこれを計画的にどんどん雇うとかというと、たぶん難しいと思うのですけれども。
　その質を担保するのは、行政としてはなかなか難しいと思うのですが、やはり一番の窓口になるところの方が、どういう対応をするかということで全然変わってくるものなので、これからも今いる人に頑張っていただきたいのですが、どうやってそのように対応できるようになってきたかみたいなところも含めて、何か次の人に引き継げるようなものができたらいいのかなと感じたところです。
　それと、ちょっと細かいことになるのですが、資料２－１の活動報告書の概要の一枚物なのですが、それの裏側に「府内市町村に対する支援の取組」ということで、情報交換会をやった等のことが書かれています。
　で、この間、各市町村の支援地域協議会が全然増えていなかったのですが、今年というか、昨年度というか、増えたかなと思いました。改めて地道な働き掛けをしていただいたのかなと思うのと。
　あと、これは、べつに問題でも文句でもないのですが、参考資料１－１に、ここは設置しています、ここは設置していませんというのが書いてあって、八尾市さんがずっと「予定」なのです。
　で、「検討中」のところのほうが先に設置するところだと。「検討中」と「予定」というのは、いったいどういうことなのだというのを、この間、八尾市さんはずっと予定のところにあって、べつに文句を言うわけではないのですが、一つでも設置していくようにこれからも働き掛けていって見ていただきたいということがあります。
　あとは、相談先、これは協議会はできているのですが、府内市町村の各窓口への相談件数というのは、そんなに増えていません。毎年ずっと、僕も数を追いかけているのですが、そんなに増えていっていないというところがあります。
　これは、なかなか難しい問題なのかもしれませんが、やはりまだまだ差別解消法が活かされていない部分が大きいのかなと思います。窓口の啓発も必要ですし、差別解消法そのものの啓発も必要です。
　ただ、「じゃ、何をすればいいのか」と言われると、私自身も、「こうすれば」というところは出てこないのですけれども。そこは、あきらめずにというか、地道にできることをやり続けていくということと、先ほど会長がおっしゃったように、われわれのなかでこうすればということが考えだせたらいいのですが、今後、また考えていきたいと思います。以上、感想的なことになってしまってすいません。以上です。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。貴重なご意見・感想をいただきました。
　広域支援というのは、持続可能なというところの難しさもあるでしょうが、何かコメントがあれば、事務局のほうからお願いしたいのですが。

○事務局（松谷）
　西尾委員、ご助言ありがとうございます。そうですね。今の広域支援は、担当も含め私たちは、委員の皆さまからご指導やご助言をいただきながら取り組んでまいりたいと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。

○小田（浩）会長
　よろしいでしょうか。はい。ありがとうございました。ほかに、感想でも結構ですので、何かご意見・ご質問・感想がありましたら出していただけたらと思いますが、いかがでしょうか。はい。お願いします。

○塩見委員
　障連協の塩見と申します。先ほどの西尾委員のご発言にも関わるのですけれども。先ほどご紹介された概要版の裏の市町村における課題のところで、結局、市町村が受けておられる相談から、府の広域支援相談員に回ってくる件数が23件で、その分母がいくらかというと、おそらくですが、参考資料１－３「府内市町村における障がい者差別に関する相談窓口の受付件数について」を見ると、43市町村で118件ということになっていて、それが、ここでいうところの20％ぐらいが府に返ってくるという話しになっているのかなと思っています。
　そう考えたときに、先ほどの資料２－２で事例がいくつか紹介されているなかで、市町村のほうから五つほど事例が出ていたと思うのですけれども。
　そういったことを見ても、例えば、五つのなかで、解決している問題もいくつかあって、市町村が問い直せば、それは既に解決していたという事例も含めてなのですけれども。
　なので、一件一件の事例に沿って、一緒に広域支援相談員が行動をともにするということなどを通して、府内の市町村の相談力量が引き上がっていくというか、府の広域支援相談員のほうに委ねなくても、自前で解決していける力をどういうように蓄積していってもらうのかという視点からの継続的なサポートみたいなものが、一件一件の事例を通してということだけではなくて、年間を通してこういう事例があって、実際に市町村から上がってきたケースはこういった傾向があって、それは、やり方次第では、こういうような方法で解決していくこともできたので、市町村が自前でもっと頑張ってもらえるように協力してほしいとか、あるいは市町村の相談ケースの交流会を持ったりとか、そういうような形で、市町村のいろいろな相談をより広く受けていくようなことにつながっていくという、そういうような働き掛けが必要なのかなと思ってお聞きしていたのですけれども。
　そこら辺で、市町村との関係でいうと、どういった活動が、この間、行われてきたかということを教えてもらいたいと思います。以上です。

○小田（浩）会長
　市町村へのサポート等で、何か事務局のほうからお答えいただけることはありますでしょうか。
○事務局（松谷）
　ありがとうございます。そうですね。対面方式の情報交換会以外でも、広域支援相談員が市町村からの相談を受けて一緒に対応したり等をしております。
　今後も、府としても、市町村の担当者と、研修なども含め、より協力し合いながら、相談対応を向上していきたいと考えております。

○小田（浩）会長
　よろしいでしょうか。ほかに、何か。どうぞ。小田委員。

○小田委員
　大阪手をつなぐ育成会の小田です。まずは、どうしても差別解消法の合理的配慮は、障がい者のほうが配慮を求めるというところから始まり、また、差別されていることに気付かないことには訴えることはできません。
　その点、知的障がいは、配慮を求めたり、差別されていることに気付いて訴えたりという力がどうしても弱いので、その分、知的障がいのある人たちにも、「こういう法律があるんだよ」ということがわかるようなものをつくっていただきたいということを、この協議会でお伝えしたところ、昨年度（令和７年度）に実現していただきまして、非常に感謝しております。本当にありがとうございました。
　これで、わかりやすい資料ができましたので、ぜひともこれを使って、知的障がいは発達期にある障がいですから、子どもの頃から教育のところでしっかりと指導教育を受けておりますので、学校現場で、「こういった法律があるよ、差別されたときは言っていいんだよ、配慮を求めるときは言っていいんだよ」ということを、ぜひ本人たちに教えていただけたらと思います。
　どうしても知的障がいは、もう一つの裏面に、いつもそばに家族がいる場合が多くて、今でも知的障がいの方は、92％は全年齢で親と同居という、家族とのつながりが非常に強いので、家族のほうが、これまでの歴史があって、どうしても世間さまに対して遠慮してしまう。「子どもさえ我慢したら、私さえ我慢したらいいから」と言って、差別を訴えない、配慮を求めないというムードがございますので、家族のほうにもこういった法律があるということは伝えますが、ぜひとも本人にそれが理解できますように、そこは学校現場が一番適していると思いますから、この後も活用いただけたらなと思います。
　で、もう一点、参考資料を見せていただきましたら、先ほど塩見委員もおっしゃっていましたが、生活現場においては、やはりすぐ近くの方たちに合理的配慮を理解していただきたいという切実な思いがありますので、やはり市町村での展開というのが重要です。
　そうなると、東大阪市の相談件数が飛び抜けて多いなというのが参考資料１－３です。参考資料１－３の市町村における受付件数が、政令指定都市である大阪市が28件、堺市が17件なのですが、東大阪市が26件なのです。この数字の多さ、多いことはすごくいいことですから、なぜ多いのか、どのような工夫を進めているのかみたいなことがわかり、それがほかの市町村の参考にもなるのであればいいのではないかなと思ったことが一点です。
　あと、参考資料１－５の啓発のことで、私の地元の堺市のことを思うとよくわかるのですが、市町村と地元にある障がい者団体とのつながりというのは、本当に顔と顔を知っている、顔なじみの関係にあるなかでつながっていますので、そこで障がい者団体などの力を活用して啓発をすることは大事なことだと思っています。
　そうすると、ほとんどの市町村が、「障がい者団体・地域福祉団体」とつながっていると丸を付けていらっしゃるので、そういったところでうまく啓発ができていらっしゃる市町村であるのならば、そういった好事例のお話が聞ければいいなと思いました。以上です。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。貴重なご意見と、取組の将来展望ということのご意見だったと思います。事務局、特にコメントはよろしいでしょうか。

○事務局（野村）
　ありがとうございます。今、お話しいただいたように、地域に密着している一番身近な市町村がしっかり機能していただくというのはすごく大事だと思っております。
　ですので、東大阪市さんの件数が多いというところは、確認をしていきたいと考えています。好事例ということであればしっかり展開させていただけたらと考えております。
　啓発につきましても、市町村の集まる場とか、そういうところで、地域の力というのを、今後もしっかりと活かしていただきたいということを周知していくとともに、好事例についても、今後また確認、検討していきたいと思っております。ありがとうございます。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。それでは、時間の制約もありますので、質疑応答はここまで。あ、ごめんなさい。

○関川委員
　墨字版の22ページ、これは誤植だと思いますけれども。事例２、「電子商取引における電話対応不可（雇用分野）」と書いてありますが、これは、商品・サービス分野の誤りですか。

○小田（浩）会長
　確認なのですが、いかがでしょうか。

○関川委員
　22ページの事例２の見出しのところに。

○事務局（野村）
　すみません。こちらの間違いです。商品・サービス分野で間違いないです。

○関川委員
　はい。それと、もう一つ、31ページ、「障害者差別解消法や障がい理解等に関する啓発の取組」とあるのですが、今回は、令和７年度の活動報告になっているのです。令和７年度は、大阪・関西万博の年で、大阪・関西万博では、障がい者理解を求める様々な事業が万博会場で展示されておりました。
　そのなかでは、大阪・関西万博のレガシーとも言われて、今後とも引き継いで事業を継続していくべきものも含まれております。
　例えば、子どもバリアフリー認定施設の事業などは、レガシーの一つとして、今後とも啓発の取組を進めていくべきものとして紹介されています。
　令和７年度の活動報告書であれば、大阪・関西万博の障がい理解に関わる事業は、別に抜き書きをして紹介していただきながら、レガシーの部分を、今後、どうするかということも少し触れていただくと、令和７年度の活動報告になるのではないかと思っています。以上です。

○小田（浩）会長
　非常に貴重なご意見をいただきました。事務局も人が代わっていくということもあってのことだと思いますが、こうしたことが今後も続いていけるように、少しまたご報告いただければありがたいなと思いますので、よろしくお願いします。貴重な意見、ありがとうございました。では、柴原委員、お願いします。

○柴原委員
　大阪府人権協会の柴原でございます。２点お話ししたいと思います。
　前回のこの会議でも西尾委員からも、法律ができて10年の取組を踏まえて、どのように評価して取り組んでいくのかということが大事だということを言われていましたが、この報告書も、やはり10年やってきてどうなのかということだと思います。法律ができて10年ですが、私どもでは、条例ができて10年ということになりますので、その観点で見た場合にどうかということで２点あります。
　一つは、報告書の９ページに説明がありました、法施行後・条例施行後、相談件数がどうかということです。相談件数は、毎年の変化はありますが、やはり定着してきて増えてきているという状況だと思います。これは、私たちがやってきた取組の成果ではないかなと思います。
　しかし、そのなかでも、相談事例にもありますように、イベントなどで介助者が一緒に見られるというところはだいぶ理解されてきて、国の基本方針のなかにも事例で入れられたりというような動きにあるようですが、複数の場合はどうかとか、あるいは家族と一緒にというようなところはどうかという課題も出てきたりしています。
　また、先ほどの合議体の相談の事例にもありましたように、インターネットでの申込みというところで電話しかないという対応、逆に、Eメールしかないというところは、今の情報化のなかで、いろいろな形で対話をしようと思ってもなかなかできない状況がある。
　また、相談する相手も、日本の事業者ではなくて、グローバルの外国の事業者なので、日本の窓口に言っても、なかなか対応が変わらないというようなところも出てきていると思います。
　そのようななかで、法律・条例ができて10年、相談の対応を進めてきましたが、そのなかでの社会の変化とか、あるいは対応で課題となっているところをきちんと考えながら、次の取組を考えていく必要があるのではないかなと思います。そういう意味で、この10年の報告書の内容ということを見ていきたいというのが一点です。
　そのように進んできたのですが、今度は、先ほど支援地域協議会の未設置というところをどう考えていくのかという市町村の取組が出されています。
　これは、これまでもここで議論になってきたところですが、私も疑問として思うところは、設置予定のところが、ずっと設置予定であるとか、あるいは検討中はずっと検討中というところです。そのような状況で、参考資料１－３にありますように、これまでそのような相談事例がないので、なかなか取組も進んでいないという意見が、市町村から出されるというようなことがありました。
　しかし、設置されていないところでも、相談件数は出てきていると思います。そういう意味では、相談窓口を明確に案内して、事例とかを踏まえて支援地域協議会でも議論しながら取組を進めていくというサイクルが、10年経ってもつくられていない。10年経って私どもはギアを上げていこうとしているのに、ギアすらもかみ合っていない、つくられていないというのは、この10年そのまま放っておいたら、また取組が遅れるのではないか、進められないのではないか。
　そこにいる障がい当事者が、相談をしようと思っても、どこかわからない。大阪府の相談窓口に相談されたりしているというのが現状だと思います。
　ですから、この報告書を見るときも、この10年、本当にこれでいいのかということを議論していく必要があると思います。
　今、ギアをきちんと組まないと、また10年動かない、放りっぱなしにされるということです。そういうところを見ていきたいなと思います。
　そして、なかなか取組が進んでいない市町村への働き掛け、大阪府からは働き掛けはされていますが、それをどんなふうに進めていくのかを一緒に議論したらどうかと。
　私は、前の会議のときに、この協議会のなかに、市町村の代表の方も入っていただいて、一緒に議論をしたらどうかということを、大それた提案だと思いますが、発言しました。
　委員の問題とかいろいろあって、課題はあると思いますが、一緒になって取り組んでいくというような仕組みも考えていく必要があるのではないかなと思っています。
以上、２点の意見を発言させていただきますので、よろしくお願いいたします。

○小田（浩）会長
　ありがとうございます。おっしゃるとおりで、予定・検討中ということがずっと続いているという現状に対して、どんなふうに投げかけていくのかというのは、確かに課題があるなということは当然あると思います。
　どんなふうにというのは、それぞれの事情もあるかと思うのですが、声掛けしていっていただきながら、ここに関する解消も早い時期にできていくと、よりいいかなということで、設置する意味ということをお伝えしていただくといいのかなと思います。その辺は、いかがでしょうか。

○事務局（松谷）
　委員、ありがとうございます。今のご助言、10年やってきましたが、同じことをやっていては、先ほど委員からもご指摘があったように、また同じことを繰り返すだけですので、また委員の皆さまから、そういった問題に対してのご助言・ご指導を聞きながら、また前に進めてまいりたいと思っております。よろしくお願いします。

○小田（浩）会長
　この協議会からそういった意見が出ているということもお伝えいただけるといいのかなと思います。
　今の柴原委員へのお答えに、ほかにコメントはよろしいでしょうか。10年の結果ということで見ていく必要があるということで。はい。
　まだ不十分なところは、できるだけ進めていけるようにということをおっしゃっていただいたと思います。ありがとうございました。よろしいでしょうか。
　そうしましたら、ここで質疑応答を切りたいと思います。
　では、続きまして、議題４「各委員の障がい者差別解消に関する取組状況の共有等について」に入りたいと思います。
　本協議会は、大阪府の諮問への答申や、あっせん事案への対応、広域支援相談員の職務への助言だけではなく、障がい者差別解消支援地域協議会の役割も有しているということですから、そのためのネットワークをどのようにつくっていくのか、そして、具体的な事例や取組を共有して分析することで、事案の発生防止や周知・啓発に取り組んでいくことが期待されていると思います。
　こうした趣旨に基づきまして、前回もありましたが、本日も協議会にご参加いただいている皆さま全員に、順番に障がい者差別に関する取組や具体的事例を共有いただければと思っています。
　短い時間になりますが、お一人２分以内という形でお願いできればありがたく思います。
　また、本協議会は公開で行われていますので、個人や法人が特定されるような内容の発言はお控えいただけたらと思います。
　では、まず私のほうから共有させていただきたいと思います。
　私は、一つは大学で、一つは教育現場でということを、簡単に二つの取組を共有させていただけたらと思います。
　大学では、前回もお話ししたように、オープンキャンパスから合理的配慮を進めていくという形で取り組んでおります。
　10年の取組のなかで、随分展開はしてきたつもりなのですが、障がいのある人たちだけではなく、周りの学生のピアサポーターをどう育てていくかということも、全体のこの取組が活性化するということで、今年から、「アクセスビリティ入門」という、共通科目の講義を設置しまして、それに参加するとピアサポーターという形で活動をしてもらえるような取組をしながら、他の学生もそういった形で関わっていけるようなという、結構、多く受講してもらえましたので、そういった取組を大学全体でも取り組んでいきたいと思っております。
　もう一つは、私も学校教育の場ということで、各学校、また、府立や市立の学校に、「合理的配慮は基礎的環境整備」ということの啓発のための研修に行かせていただいたりはしております。
　学校は、長期にわたって関わっていくところなので、その都度の合理的配慮というよりも、やはり基礎的環境整備をしっかり高めていくということをお願い申し上げて取り組んでいく。そのことによって、合理的配慮がより明確になってくるということで進めているところで、まだまだ課題はあるにしても、そういった取組の必要性ということについては、随分周知してきたかなというようなところであります。
　私のほうからはそういう形で、私から見て時計回りの順番でお話しいただきたいと思いますので、マイクを回したいと思います。よろしくお願いします。

○長宗委員
　大阪聴力障害者協会の長宗です。活動報告書のなかに、聞こえない人が電話できない事例がいくつかありました。これは以前からある問題です。
　今日お配りした二つの資料は、それに関係する資料になります。「電話リレーサービス」と「ヨメテル」の資料です。
　ご存じの方もいらっしゃると思いますが、電話リレーサービスは、2021年７月から総務省の事業となりました。根拠法令は電話リレーサービス法で、この法律によってスマホの基本料金に「電話リレーサービス料」が含まれることになり、それを財源の一部とする形で行われています。
電話リレーサービスは、アプリをインストールして使う登録制です。使う時は、手話通訳か文字通訳のどちらかを選ぶことができます。
　文字通訳の場合には、LINEの吹き出しのようなイメージでテキストの会話が進みます。
　手話通訳の場合は、オペレーターが手話を読み取って音声で電話をかけます。相手の声をオペレーターが聞き取って手話で返事を伝える方法です。
　もう一つの青いほうのリーフレット「ヨメテル」は、難聴者向けサービスです。難聴者の方、中途失聴者の方は自分の声で電話したいという希望があります。相手の声による返事を文字で表示するものです。
　課題が二つあります。どちらも利用時に通話料が掛かります。１分44円で少し高額になりますので、登録を控える方もおられます。
　また、聞こえない高齢者にとっては、アプリをダウンロードすること自体がハードルになる方もいます。それを解消するため、当会の職員が登録サポートをしております。
　もう一つ、行政等が設置する「手話リンク」というものがあります。電話リレーサービスを応用したものです。
　手話リンクは、行政機関などのホームページに設置してあれば、電話リレーサービスに登録していなくても、通話料負担なしに利用することができます。聞こえない人のフリーダイヤルみたいな形のサービスになります。
　大阪府内では、大阪府の差別解消窓口や、旧優生保護法の相談窓口、八尾市、東大阪市などの市役所の電話窓口でも活用されています。
　手話リンクは、きこえない人が市役所へ行って手話通訳を頼まなくても、オペレーターが通訳をするので、担当部署と直接電話で連絡が可能になります。
　行政へこの仕組みの導入が進むと、聞こえない人の生活も便利になりますので、当会としては普及の支援に取り組んでいきたいと思っています。以上です。

〇石渡委員
　大阪弁護士会の石渡と申します。よろしくお願いします。大阪弁護士会では、もちろん弁護士であるので、差別解消法の広がりを受けて、各種行政だったり、広域だったりもしているんですけれども、大阪弁護士会自体も、一般の人向けのシンポジウムを開催する際には、常に手話通訳などを入れて合理的配慮がきちんとできるようにしていますし、一般の方がたくさん法律相談で訪れますので、その点の合理的配慮も、常に職員ができるように研修等はしております。差別解消法については以上です。
　それ以外で、今、旧優生保護法の賠償金の補償について、大阪府と連携してサポート弁護士を派遣するような活動もしています。正直、まだまだ被害者数に対して、その請求をする方が少ないと感じていますので、もし、そういうことがあれば、大阪府や弁護士会にご連絡いただければなと思っています。以上です。

○大野委員
　大家連の大野です。大変遅れて申し訳ございません。家族の体調が良くなかったものですから、少し様子を見ながら出発してきて、１時間以上の遅れとなってしまいました。
　というふうに、私たち精神障がいは非常に同居率が高いなかで、例えば、精神疾患が５大疾病になったとは言え、入院したときに、どうしても家族に部屋に付き添ってくれというようなことを、数年前、あるいは最近でも言われるわけですけれども。
　そのことは、やはり精神を理解していただくように、通常の方と同じように、病院のほうで同じようにケアをしていただきたいということを十分言える立場なので、「一緒に言おうよ」ということを言ったのですけれども。
　結局、そのお母さんが、それを言った場合に、病院から、ある意味、必ずしも温かくは迎え入れてくれないだろうと。なぜそれを言ったのだということで、それが恐いと。自分の子どもというか、家族が入院している際に、そういう不利益を被らないという保障がないということで、自らそこのところを取り下げてしまうということが何例かございます。
　それから、司法の問題では、４年ほど前に、最高裁に一家殺傷事件を起こしてしまった方の医療中断があったのですけれども。それに関して、ご家族だけに医療中断の責任を負わせるということではなく、みんなで考えるという機会であれば、最高裁まで闘おうということを言ったのですが、「も、それはいい」と。
　とにかく権利よりも、自分たちの家族が精神疾患絡みであるということが報道されること自体に耐えられない。それで取り下げてしまうということも起こっております。
　ですので、せっかく条例ができても、そういう大きな司法、医療の皆さま方のご理解をいただければなと思っております。
　で、家族会でも、「自分たちの被った不利益はきちんと言おうよ」ということを言っているのですが、そこは、なかなか越えられないハードルになっております。
　それから、今、石渡委員からお話がありましたように、旧優生保護法による不妊手術の問題で、私たち大家連は、近畿２府４県の代表者会議をしているのですが、兵家連と言いまして、兵庫のほうでは、兵庫独自に給付があるということを知らせるというチラシをつくっております。
　で、私たち大阪はどうなのだろうと、障がい者団体のほうに聞きましたところ、配られてはいるのだけれども、非常に数が少ないと。大家連にもそれは回ってきておりません。
　で、私は谷町線の中崎町駅で降りる用事がございまして、そのときに改札の向こうに、こども家庭庁からのポスターが貼ってありました。
　ですので、いつでも身近に窓口を持って、受けとめられるということの寛容さというか、理解を示していただくことが、精神の場合は非常に大事だなと思います。
　で、旧優生保護法による不妊手術のど真ん中にありますのは精神なのです、数も最も多い。
　だけど、病院に問い合わせても、一切そういう過去についてはもちろん言ってはいただけませんので、このあたり、国を挙げてだけではなく、府の取組もわかりやすく見える化したものをお示しいただければなと思います。
　権利があっても、自ら放棄してしまう、偏見の前では放棄してしまう。田畑を売っても、名前が知れるぐらいだったら控訴はしないということは、特段珍しいことではございません。
　こういう状況のなかでも、何とかして、私たち大家連としても、みんなが訴えて、みんなに、社会にもわかってもらおうよということなのですが、非常に壁の高さを感じている次第でございます。

○髙橋委員
　大阪府視覚障害者福祉協会の髙橋です。私どもの取組を少しだけお知らせします。
　近年増加する大雨や、つい最近、熊本でも大地震があったのですが、テレビなどを楽しんでいるときに、突然、警報音とともに画面に緊急地震速報や、いろいろなことのテロップが流れますが、私たちにとっては、それはいったい何がどこで起こっているのかがさっぱりわからないので、そのことについてテレビ局に、毎年、どうにかならないものかと言っているのですが。
　やはり現在の技術では困難だが、最近の技術の革新のスピードには格段のものがあるとのことで、これからも障がい者を含め、すべての人のために検討に値するとの言葉をいただきました。
　それから、次に、各鉄道会社の駅施設や踏切での安心・安全確保については、確実に進めていただいていますが、一方で、視覚障がい者への配慮が不十分である、セルフ化・無人化が進んでいる状態です。
　これらの課題について、近畿の仲間とともに、鉄道会社に対し要望書を提出し、忌憚のない意見交換をさせていただくなどの取組もいたしました。
　また、昨年（令和７年）に開催された大阪・関西万博では、大阪府の福祉のまちづくり審議会の委員として、会場調査に参加し、施設や設備の利用にあたり、障がい特性による困難な点や課題について様々な意見を申し上げることで、万博会場だけに止まらず、すべての人にとって安心・安全で快適な大阪のまちづくりへのご参考としていただいています。以上です。よろしくお願いします。

○小田委員
　大阪手をつなぐ育成会の小田です。この会議が初めての方もいらっしゃるんですけれども。前回、ご紹介させていただきましたが、手をつなぐ育成会は、知的・発達障がいの疑似体験ができる啓発キャラバン隊というもので、全国的に啓発を進めています。
　なぜかというと、知的・発達障がいは、外見だけではなかなかわかりにくい、障害の特性を説明することが難しいということがあるので、いろいろな方に、知的障がい・発達障がいの体験をしていただくというキャラバン隊を全国的に展開しています。
　毎年、内閣府の「ともともフェスタ」という、障がい者の啓発の大イベントがあるのですが、そこにも私たちはブースを設けて疑似体験ができるようなものをしております。
　そういったことも、兵庫県と滋賀県は非常に活発にされているのですが、大阪でも広がるといいなと思っていますので、ご要望がありましたら、いつでも大阪手をつなぐ育成会にお問い合わせをください。子どもさんから企業の研修まで、すべて行かせていただいております。
　今回、お手元にお配りしました資料、「警察の皆様へ、警察業務における知的・発達障がいへの理解」というのは、ターゲットは警察で働いている方に絞って、私たちの全国組織が、すべての都道府県で、今年度に展開しようと思っているものです。
　目標は、全国のすべての交番に、これが１冊届くということを目標としております。
　残念ながら、知的・発達障がいの方は、犯罪の被害にも加害にも巻き込まれてしまうということが現実にあります。取調をされる方、あるいは保護をされるおまわりさんなどに、正しく特性を理解していただけるようにという、そのきっかけになってほしいという願いを込めてのリーフレットですので、大阪はまだ進んでおりませんが、秋ぐらいに大阪府警のほうにお願いに行く予定になっております。今年度中に大阪府内に配布されますように頑張りますので、また見かけましたら応援をしてください。よろしくお願いします。

○笠井委員
　近畿百貨店協会の笠井と申します。よろしくお願いいたします。近畿で営業します百貨店におけるいくつかの事例を確認してまいりましたのでお伝えできればと思います。
　従業員の教育については、Eラーニングという形で、全社員誰がいつ受けたかということを記録として残しながら定期的に実施しているところが多いです。
　そのほかに、店舗ごとにワークショップを開催しているところであったり、朝会時に各社制作の冊子を利用しての勉強会や、理解度テストを実施したり、また、車いすの体験会などを開催しているなど、取組を一歩ずつ進めているようなところです。
　また、ユニバーサルマナー検定の受講促進など、従業員に向けての啓発を進めているところが多くございます。
　そのほか、障がいのあるメンバーに向けてアンケートを実施して、働く環境としての課題を一つ一つ洗い出しながら解決していくというようなことを進めております。
　まず知識を得て、知識を想像力に変換して、すべてのお客さま、個に寄り添う接客を目指すべく、日々、学んでいきたいと思っております。今後ともよろしくお願いいたします。

○木越委員
　大阪府社会福祉協議会　権利擁護推進室の木越と申します。
私ども権利擁護推進室は、主に判断能力が少し低下した認知症の方や知的障がい、精神障がいの方を支える「日常生活自立支援事業」を、大阪府内の各市町村の社会福祉協議会に事業を委託する形で実施しております。
そのほか、電話などを通して、権利侵害や権利擁護に関するご相談をお受けしたり、成年後見制度の利用に関するお問い合わせなどにも対応しております。
また、対象となる方に福祉サービスに関する正しい情報をお伝えできるよう、現場で対応する職員の研修を実施しております。
そのほか、大阪府社会福祉協議会として、大阪府域の社会福祉法人の職員を対象に、人権研修や合理的配慮、職員としての心構えなどの研修も広く実施しております。
引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。

○佐々木委員
　大阪府中小企業家同友会の佐々木と申します。中小企業家同友会というのは、中小企業が集まった団体で、47都道府県にあります。大阪は約2,100社の中小企業が集まっています。
　私は、３年前から委員をさせていただいていまして、それ以降、会員のなかに弁護士の方や労務士の方がいらっしゃいますので、講師となっていただいて、年に数回ほど団体のなかで合理的配慮の勉強会をさせていただいています。
　それとあわせまして、当社が警備会社ですので、大阪府の警備業協会にも加盟しています。２年前から２回、大阪・関西万博の直前の４月ぐらいに、大阪府のほうから来ていただきまして講習会をしていただきました。
　資料２－２の31ページのアンケートにあるように、ほとんどの方が知らなかった、これは、中小企業経営者、警備会社の経営者を含めまして、開催するまではほとんど知らなかったという方たちが圧倒的に多いです。
　ですので、継続して勉強会、こういった啓発を続けていくのは当然なのですが、もう少しターゲットを絞って、何か効率的に、特効薬になることはないと思うのですが、地道に他団体の福祉事業をされている方であるとか、団体の方と連携をして、経営者だけとか、警備業だけではなく、いろいろな方たちと連携して進めていかなければならないと、改めて感じています。今後ともよろしくお願いいたします。

○塩見委員
　障害者（児）を守る全大阪連絡協議会の塩見と申します。うちの団体は、1967年にできたのですが、団体加盟は、いろいろな障がい種別とか、あるいはご家族の方々の団体の協議会として、当初から活動しています。
　障がい種別とか、様々な違いを前提としながらも、共通の課題は何だろうかということで、いろいろな要因を出し合いながら、それを行政に働き掛けたりしつつ運動していく団体です。
　そういうようななかで、最近、特に声がいろいろと出てきているのが移動ということで、特に公共交通に関わって、先ほども少しお話があった、駅の無人化とか、時間帯無人化とか、例えば、鉄道でいうと改札の無人化とか、そういったことが非常に広がってきている。
　あるいはタッチパネル式の券売機が増えてきて、また、自動改札においても、いろいろな種類の改札があって、どういうように移動すればいいのかちょっと戸惑うような声なども出ている。
　ＩＣ化が進んで、それがうまく使えるのかというようなこととか、移動にまつわって非常に様々な声が出されてきています。
　特にタッチパネルについては、視覚障がいの方は、ちょっと使いようがないということがあるので、せめて券売機のなかの１台は、タッチパネルではなくて、点字表記したボタン式のものにしてほしいとか、様々な要求が出ています。
　稼働人口が減ってきているというような状況のなかで、どういうように貴重な人材を確保しながら、どういうふうに働いてもらうのか、効率的にというのとか、どこでも課題にはなってきていると思うのですけれども。
　やはりそこには、事業者だけの努力ではない、政策の大きな役割がそこに入り込まないと、これからますます人口減少地域などは、生活ができなくなっていくような、そういった懸念が広がってくるのだろうと思っています。
　大阪は、まだ人口が一定数あって、府内の市町村においても大きな格差はまだ見られませんけれども。そういったところがきちんと、やはり交通というのは、人が生きていくうえでの基本になるものですので、そういったものが障がいのある人もきちんと使って、自分の行きたいところへ行き、あるいは社会的な役目が果たしていけるような、そのようにしていくにはどうしていったらいいのかということを、またみんなで考えながら、いろいろな方と活動していこうということが、一つ、大きな課題になっているということです。以上です。

○柴原委員
　失礼します。大阪府人権協会の柴原でございます。私ども大阪府人権協会は、人権に関する相談、人権を広げていくための啓発活動の支援、それを進める人の養成ということで養成講座を行ったりしています。
　相談のなかで、一つ、最近課題になっているのが、インターネットの誹謗中傷トラブルの相談窓口「ネットハーモニー」というのですが、大阪府の事業を受託して相談対応をしております。
　そのなかで、例えば、精神障がいがあるとか、発達障がいがあるという方からの相談で、対面で話をするのはちょっと辛いけれども、ネット上のツールでコミュニケーションを取るというのは非常にやりやすいということで、非常に活発に活用されるというところがあります。
　そういう意味では、インターネットというのが、一つのコミュニケーションツールとしていい利点があるのだなということを思うのですけれども。
　そのなかで、例えば、詐欺とか犯罪に巻き込まれるような心配があったり、あるいは精神障がいでコミュニケーションのなかでいろいろと自分が逆に傷つけられて辛くなったりとか、あるいは発達障がいで自分の思ったことを、そのまま言葉でぶつけてしまうというところがあって、インターネットで相手に対して、また相手がいろいろな形で動画を流しているような事業者であったりすると、そこにひどい言葉で感想とか意見を言ってしまい、それが、誹謗中傷という形で、逆に指摘されたり、あるいは「訴えるぞ」と言われたりとか、そういうふうな形になってしまうということがあります。
　ですから、インターネットは、ある面ではコミュニケーションのためのいいツールなのですが、それを使うことによって、いろいろな被害を受けるときもありますが、加害になったりもするというところがあって、そういうところへの相談の対応を考えながらやっています。
　そういうような形で、被害・加害というのが、いろいろな形で現れてくるというようなところがありますので、その課題というところは、デジタル化とか、グローバル化のなかで、こんな課題も生じているのだなと思ったりもします。
　相談でちょっと難しいなと思うのは、最近、相談されている方が、こちらがＡＩだと思って、途中でずっと放りっぱなしにされたりもあったりします。
　また、ＡＩと相談しながらこちらに相談してこられるというのもあったりして、相談対応をどのようにするかというところは非常に難しくなってきたりしています。
　またいろいろな事例がありましたら、お教えいただいたら助かるなと思います。以上です。

○小田（浩）会長
　すみません。時間の都合で、関川委員までとさせていただきたいと思います。申し訳ございません。

○関川委員
　大阪公立大学の関川でございます。統合後、大阪公立大学になった後の体制整備として、アクセスビリティセンターで障がい学生の集団相談に応じています。
　特に各学部、さらには当該教育と連携しながら調整を図り、学生が求める学習環境の調整であったり、サポートなどを行っているところです。
　特に負担が重くなりすぎない範囲で、ノートテイクであったり、代筆であったり、教室への移動の支援だったりということを、具体的に実績を積んできているところです。以上です。

○小田（浩）会長
　ありがとうございました。すみません。進行が不手際で全員に回らなかったので、次回に個別で残しておきたいと思いますので、申し訳ございませんが、どうぞお許しください。
　大変貴重な意見も内容も本当に多かったと思います。今回の内容をぜひ共有して、今後の取組に活かしていただけたらと思っております。
　私から、一つお伝えしたいのですが、最初の報告書の事例の概要を見たときに本当に思ったのが、まずは否定する、「それは無理です」とか、「それはできません」という、その対応が一番最初のところにきているのが非常に多いなと思いました。
　差別解消の一番大きな「建設的対話」ということで、「一緒に考えましょう」というスタンスがまずないところが、このような問題が多く出てきているなと思いますので、建設的対話をどのように促していくのか、この啓発がこれからのポイントの一つになるのではないかなということをお伝えさせていただきたいと思います。
　そうしましたら、議題の途中でという形になってしまいますが、これで終了という形にさせていただきたいと思います。
　オブザーバーの方々にもお話しいただきたいところだったのですが、今日は申し訳ございません。ちょっと時間的には進んでいるのですか。

○事務局（野村）
　はい。２分ほど進んでいます。

○小田（浩）会長
　進んでいるのですか。すみません。あれを見てやったので、もう時間がないと思っていたのですけれど。すみません。
　そうしましたら、時間になってきておりますので、進行を事務局にお返ししたいと思います。皆さん、ご協力ありがとうございました。

○事務局（野村）
　本日は、長時間にわたり、ご協議いただきありがとうございました。
　以上をもちまして、「第26回大阪府障がい者差別解消協議会」を閉会いたします。
（終了）
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